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３ 拠点間連携共同研究 

 

東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 拠点間連携共同研究委員会 

委員長  松島信一  

（京都大学防災研究所） 

副部会長 佐竹健治  

（東京大学地震研究所） 

 

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標と

し，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきた。しかし，平成23年（2011

年）東北地方太平洋沖地震の発生により多くの犠牲者が出たことを踏まえ，地震や火山噴

火の科学的な予測が極めて困難であっても，現在の地震学や火山学には災害軽減に役立て

られる多くの知見が集積されていることから，平成26年度から開始された「災害の軽減に

貢献するための地震火山観測研究計画」（建議）において大きく方針を変更した。即ち，

地震や火山噴火の発生予測の実現を重点とした方針から，それらの予測を目指す研究を継

続しつつも，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究も組織的・体系的に進める方

針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核としつつも，災害や防災に関連する理学，

工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推進することになった。 

これまでの建議に基づく観測研究計画では，自然現象である地震発生や火山噴火現象の

理解に基づきそれらの科学的な予測を目指すという考え方から，「地震・火山科学の共同

利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所が中核となって計画を推進してきた。し

かし，災害や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するためには，東京大学地震研

究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研

究所とが連携して，計画を進めることが有効であるとの結論に至り，両研究所が協働し，

それぞれの分野の共同利用・共同研究拠点として，連携して共同研究を進めることとなっ

た。具体的には，両拠点の研究者が中核となって建議に沿った大テーマを決め，それを実

現するための研究について全国の研究者からの提案・参画を募集して全国規模の共同研究

を進める「参加者募集型研究」と両拠点がそれぞれ関連が深い地震火山研究コミュニティ

と自然災害研究コミュニティの２つの学術コミュニティに呼びかけ建議の主旨を踏まえた

ボトムアップ研究を公募する「課題募集型研究」を平成26年度から開始した。 

 

１．参加者募集型研究 

５年間の成果の概要 

参加者募集型研究については，平成 26 年度の拠点間連携共同研究の開始時に，主とし

て両研究所の中堅研究者からなるワーキンググループで議論し，南海トラフで発生が懸念

される巨大地震のリスク評価の精度向上を目指した様々な分野の研究を推し進めること

が重要であると合意し，平成 26 年 10 月 6 日～7 日に地震研究所で研究集会「地震・火山

科学と総合防災学の両共同研究拠点主催シンポジウム 南海トラフ巨大地震の災害リス

ク評価 －社会の影響から地震発生まで振り返り，評価の不確実性と影響評価について考

える－」を開催した。そこでは，巨大地震の震源過程，震源から居住地域までの深部地下
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（地殻）構造・波動伝播，強震動，浅部地下構造，津波，構造物等の特性をそれぞれの分

野の専門家が議論して，それぞれの部分の想定や評価における精度や不確かさを議論する

とともに，それらがどのように関連し，最終的な被害につながるかの科学的なリスク評価

方法の確立を目指すことを確認した。さらに，リスク評価に基づき，事前の災害情報，災

害発生後の対応等のあり方など，巨大災害の発生から災害発生後の対応まで，巨大地震に

伴い予測される一連の事象に関して，防災・減災に向けて機能するための研究を発展させ

ることを目指すことになった。主要テーマを「巨大地震のリスク評価の精度向上に関する

新パラダイムの構築」として，全体の研究を，(1) 想定される南海トラフ地震の震源過程，

(2)深部地下（地殻）構造とそれが波動伝播に及ぼす影響，(3)強震動予測手法の高度化，

(4)浅部地下構造が地震動に及ぼす影響，(5)津波予測モデルと津波被害予測手法，(6)構

造物の被害予測手法の高度化，(7)災害のリスク評価と意思決定，(8)災害情報の外部発信

とステークホルダの関与，(9)コンピュータシミュレーションを用いた新たな地震リスク

評価手法の開発，の 9 分野に分け，それぞれの分野で研究を深化するとともに，各分野の

相互連携を図る地震リスク評価プラットフォーム構築を目指した。 

平成 27 年度は，上記 9 分野のうち，(7)災害リスク評価と意思決定および(9)コンピュ

ータシミュレーションを用いた新たな地震リスク評価手法の開発を特定分科研究とし，そ

れぞれの分野の全国の研究者と協力して研究を進めるとともに，他の 7 つの分野について

は総括研究として並行して推進し，定期的に情報交換を行いリスク評価手法の構築に努め

ることとなった。平成 28 年度は，前述の 2 分野に加え，(1) 想定される南海トラフ地震

の震源過程および(6)構造物の被害予測手法の高度化も特定分科研究とした。平成 29 年度

は，平成 28 年度に加えた 2 分野に(4)浅部地下構造が地震動に及ぼす影響（巨大地震時に

おける地盤増幅率の予測手法の高精度化）（拠点間連携共同研究［課題番号：2990］）およ

び(3)強震動予測手法の高度化（震源モデルに着目した巨大地震に伴う強震動予測の高度

化）（拠点間連携共同研究［課題番号：2991］）を加えた 4 分野について特定分科研究を進

めた。平成 30 年度は，平成 29 年度に加えた 2 分野に，(8) 災害情報の外部発信とステー

クホルダの関与（ばらつきのある被害リスク評価をふまえた防災計画の検討）（拠点間連

携共同研究［課題番号：2951］）および(7)災害リスク評価と意思決定（将来時点でのエク

スポージャ予測のためのデータ解析とモデル化手法の構築）（拠点間連携共同研究［課題

番号：2952］）を特定分科研究として推進した。各年度とも特定分科研究と並行して総括

研究を推進し，特定分科研究でえら得た成果を総括研究に組み込むことで手法の高度化を

図って来た。 

平成 27 年度から平成 30 年度までの各年度において，参加者募集型研究に申請された研

究提案と参画グループについて，東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共

同研究委員会により審査され，参加者募集型研究の趣旨に適合する研究提案・参画グルー

プが採択された。 

 

平成 30 年度の成果の概要 

（1）総括研究 

総括研究（拠点間連携研究［課題番号：2975］）は「巨大地震のリスク評価の精度向上

に関する新パラダイムの構築」と題し，平成29年度に引き続き，(1)震源過程，(2)伝播・
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深部地盤構造，(3)強震動予測，(4)浅部地盤構造，(5)構造物被害予測，(6)リスク評価の

研究グループに分かれ，それぞれの分野におけるリスク評価の不確かさの要因についての

検討を進めるとともに，これらの知見を統合するための(7)プラットフォーム構築グループ

および(8)ステークホルダの参画に関する研究グループにおいて，リスク評価およびその不

確かさに関する検討を行った。 

震源過程および強震動予測について，南海トラフ巨大地震の震源像構築に関し一様な断

層の滑りモデルから震源モデルの高度化を図るにあたり，強震動生成域を考慮した場合の

強震動予測に関する問題点を整理した。深部地盤・伝播経路については，過去に南海トラ

フに沿った海域で行われてきた人工震源構造調査および自然地震観測の結果について，陸

域の地震観測データと合わせて南海トラフ全域にわたる海陸統合した地震波速度構造の再

解析が進められている。紀伊半島沖では新たに人工震源構造調査も進められ，また，自然

地震観測が計画されている。これらの結果について検討を行い，さらなる構造解明のため

の観測計画について策定を行なった。浅部地盤構造については，公開地盤情報および過去

の地震記録を用いて，地盤の強非線形性を厳密に考慮した逐次非線形地盤応答解析（非液

状化解析および液状化解析）を多数実施した。その結果に基づき表層地盤の加速度増幅率

を算出したところ，入力地震動のレベルに応じた増幅率の変化に加え，液状化解析の場合

には液状化指数（PL値）や液状化危険度指数（LRI）といった液状化指標に増幅率が大きく

影響されることがわかった。構造物被害予測について，1900年以前に建てられた古民家の

引き倒し実験およびその解析を行い，その静的非線形挙動を把握した上で古民家の地震被

害予測モデルを構築し，その妥当性について検討を加えた。リスク評価に関しては，特定

の市区町村を対象に南海トラフ地震による影響を受けるエクスポージャ（戸建住宅）の情

報を整備した。また，過去のエクスポージャの経時変化をもとに将来のエクスポージャを

予測したうえで築年数に応じた地震脆弱性関数を適用し，将来の地震リスクの経時変化を

評価した。また，西日本広域の震源データをアップデートし，確率論的地震ハザード解析

の計算環境を整備した。プラットフォーム構築については，地震リスク評価のばらつきの

要因について分析を行うとともに，評価に用いるモデルの違いによるばらつきの違いの公

正な比較のための検討を行った。また，地震時の総合的な影響評価にむけて，病院建物の

被害の程度による，医療行為に対する影響評価について地理空間情報を用いて評価した。

災害リスク情報に関しては，災害リスク評価のばらつきを理解するため，様々な震源モデ

ル（6パターン），強震動予測モデル（5パターン），表層地盤増幅率（3パターン），倒壊率

を組み合わせて，評価結果のばらつきを容易に理解することが可能な表示システムの構築

を行った（図1）。またばらつきのある災害リスク評価結果を防災計画の策定に活用すると

いう観点から，命を守る，財産を守る，業務・生活・地域を守るという3つのレベルの達成

目標に応じたハザードシナリオ選択の考え方についての整理を行った。 

 

（2）特定分科研究 

特定分科研究（その５）「巨大地震時における地盤増幅率の予測手法の高精度化」（拠点

間連携研究［課題番号：2990］）では，技術者の特性に依存した解析パラメータのばらつ

きが地震応答特性の評価精度に及ぼす影響の検討の結果，解析パラメータの設定のばらつ

きの程度や，そのばらつきが解析結果に及ぼす影響について検討した。その結果，地盤だ



- 328 - 
 

けでなく，解析全体のパラメータの設定方法を含めた議論が必要であり，機械的に地盤物

性のパラメータを変更した場合は，同じ土質試験結果を対象に設定したパラメータであっ

ても，技術者の違いにより大きな解析結果の違いが生じる場合があることが確認された。

また，表層地盤構造のモデル化手法の統合解析による地盤増幅特性評価の高度化について

検討した結果，微動アレイ探査結果に加えて表面波探査による高周波数帯域の位相速度も

逆解析から第1層目のVsが既往の研究に比べて小さく推定される結果となった。さらに，地

盤の非線形性を考慮した表層地盤増幅率の評価法に関する検討では，非液状化解析により

得られた地盤増幅率と周期比の関係では，周期比が0.5付近で，増幅率は最大値をとり，地

盤増幅率の変動幅は，入力波が増加すると，小さくなる。また，液状化解析により得られ

た地盤増幅率と周期比の関係では，入力波が増加すると，地盤増幅率の変動幅は小さくな

る傾向にあり，特に，入力地震動が800 galのとき，増幅率はおよそ0.5となった（図2）。

液状化解析時の地盤増幅率を評価するために，液状化判定指標を用いた場合，地盤増幅率

と液状化指数の大小関係には明瞭な対応は見られなかったが，有効応力減少比を用いて過

剰間隙水圧を直接考慮できる液状化危険度指数を用いた場合，地盤増幅率の変動幅は液状

化程度で分類できた。液状化解析時の地盤増幅率は，入力地震動に関わらず0から2.5の幅

で変動する。液状化危険度指数が大きくなるとき，地盤増幅率の変動幅は0から1.5と小さ

くなる（図3）。 

特定分科研究（その６）「震源モデルに着目した巨大地震に伴う強震動予測の高度化」（拠

点間連携研究［課題番号：2991］）では，観測された強震動生成域(SMGA)からのPGA，PGV

と距離との関係を，前弧・背弧を考慮した距離減衰式(GMPE)と比較した。だだし，観測デ

ータが SMGAからの距離を用いているのに対して，比較するGMPEは断層最短距離が距離の関

数として定義されている。 2003年十勝沖地震では，観測された PGA および PGVが Kamae & 

Kawabe(2004)によって推定された Mw7.5相当の asperity(SMGA)からの地震波に起因すると

して比較を行った。観測された地震動はPGA，PGVともにGMPEから予測される地震動よりも

大きな値で，とりわけ近距離側でその差が大きかった。また本震のマグニチュード M8.3を

用いて比較した場合，観測された地震動との誤差は小さくなったが同様の特徴が見られた。

一方，2011 年東北地方太平洋沖地震については，Kurahashi & Irikura (2013)によって5

つのSMGA が推定されているが，そのうち対応するPGAとPGV が観測波形から明瞭に判別で

きる2つのSMGA（SMGA1:M7.55，SMGA3:M7.81）を比較するデータとして使用した。PGAは2003

年十勝沖地震のケースと同様に，本震のマグニチュードM9.1を用いてもGMPEから予測され

た値が特に近距離側で過小評価となった。また距離減衰に関しては，観測された地震動が

前孤側と背孤側で異なる傾きを持っているが，背孤側では特にGMPEで予測されるよりも強

く減衰することが分かった。PGVについては，それぞれのSMGAのマグニチュードを用いた場

合に過小評価となることが分かった。2011年東北地方太平洋沖地震によって各地で誘発さ

れた地震活動については，東北沖地震の発生前に震源域あるいはその周辺域において様々

な地震活動変化があったことが明らかにされてきた。また地震発生から8年近くが経過し，

地震発生直後には追い付かなかった膨大な数の地震に対する震源決定が進み，各地の地震

活動変化に関する詳細な調査研究からその要因に関する考察がなされている。そこで東北

沖地震の発生後に生じた地震活動変化について既往研究を交えながら概観し，それらの地

震活動変化を引き起こした要因について整理した。 
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特定分科研究（その７）「ばらつきのある被害リスク評価をふまえた防災計画の検討」（拠

点間連携研究［課題番号：2951］）では，災害リスク評価結果は想定シナリオ・手法によ

り変化する。したがって，防災計画を策定する場合には，災害リスク評価にばらつきが存

在することを踏まえる必要がある。そのためには，災害リスク評価のばらつきを理解する

ことが重要であり，また計画の目的に応じて適切な災害リスク評価結果を選択することが

重要になる。本研究では，災害リスク評価のばらつきを理解するため，様々な震源モデル

（6パターン），強振動予測モデル（5パターン），表層地盤増幅率（3パターン），倒壊率

を組み合わせて，評価結果のばらつきを容易に理解することが可能な表示システム（図1）

の構築を行った。またばらつきのある災害リスク評価結果を防災計画の策定に活用すると

いう観点から，命を守る，財産を守る，業務・生活・地域を守るという3つのレベルの達成

目標に応じたハザードシナリオ選択の考え方についての整理を行った。 

特定分科研究（その８）「将来時点でのエクスポージャ予測のためのデータ解析とモデル

化手法の構築」（拠点間連携研究［課題番号：2952］）では，人口および建物ストックの

将来予測モデルの構築を目的として，高知県南国市における人口及び建物ストックの時系

列分析を行った。まず，平成17，22，29年度の固定資産台帳から抽出したデータを用いて，

疑似的に残存率を計算する方法を提案した。提案した方法は，築年数が同じであるが建築

年が違う場合に異なるであろう残存率の違いを考慮できないものではあるが，異なる2期間

のデータがあれば疑似的に残存率を計算できるものである。提案した方法で疑似残存率を

計算した結果を図4に示す。全般的に平成22年度と29年度のデータを用いた場合のほうが残

存率が高いという結果になっており，近年になるほど住宅の寿命が長くなる傾向を示した。

次に，固定資産課税台帳から抽出されたデータと住宅基本台帳から抽出されたデータをア

ドレスマッチングすることで，住宅種別や築年数などの情報と世帯数や家族人数などの居

住者に関する匿名情報とを統合した。統合したデータを用いて，住宅の種別ごとの居住率

および1棟あたりの平均世帯数の時系列変化を分析した。その結果，専用住宅および共同住

宅等での居住率が増加傾向にあること，専用住宅では1棟あたりの平均世帯数が減少傾向に

ある一方で，共同住宅等では増加傾向にあることなどが明らかになった。さらに，平成17，

22，29年度の課税台帳を整理し，各年度における木造戸建住宅棟数と滅失，新設住宅棟数

をまとめた。この結果を用いて，築年数ごとに住宅の滅失確率を計算した。また，過去の

データから住宅の１年あたりの変化率を推定した。住宅ストックの変化に対する数学モデ

ルを構築し，上記で得られた過去の変化が将来に外挿できると仮定し，将来時点での木造

戸建住宅の棟数および築年数分布を予測した（図5）。住宅戸数の変化率が一定とした今回

の仮定の下では，平成29年においては築35年あたりにあったピークは，時間とともにピー

クが平準化されつつ築年数の平均値が大きくなっていくという結果が得られた。 

 

２．課題募集型研究 

５年間の成果の概要 

課題募集型研究では，地震や火山噴火の発生から，それによって引き起こされる災害の

発生や推移を総合的に理解し，それを防災・減災に活かすための研究課題を広い視野から

募集することとし，以下の分類で公募した。 (1)地震・火山噴火の災害事例の研究， (2)

地震・火山噴火災害発生機構の解明，(3)地震・火山噴火災害誘因の事前評価手法の高度
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化，(4)地震・火山噴火災害誘因の即時予測手法の高度化，(5)地震・火山噴火災害軽減の

ための情報の高度化，(6)地震・火山噴火災害時の災害対応の効率化，(7)実践的人材育成

の仕組みに関する研究の 7 項目である。 

課題募集型研究については，平成 26 年度は新規 12 課題，平成 27 年度は新規 4 課題，

継続 8 課題，平成 28 年度は新規 11 課題，平成 29 年度は新規 6 課題，継続 5 課題が東京

大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研究委員会の審査を経て採択された。

平成 30 年度は，6 件の新規課題と 1 件の継続課題が採択された。5 年間において，のべ

53 課題が採択された。 

以下に，平成 30 年度の成果を示す。 

 

平成 30 年度の成果の概要 

（1）地震・火山噴火の災害事例の研究 

「歴史被害地震の活動セグメントの推定とそれを考慮した強震動・建物被害シミュレー

ションに基づく震源破壊過程の推定に関する研究」（拠点間連携研究［課題番号：2953］）

では，横手盆地における地盤構造モデルの構築のためにまず常時微動観測によって得られ

たデータから，40.96 秒の小区間を 50％オーバーラップさせて観測時間分の区間を切り出

し，区間毎に微動の水平上下スペクトル比(MHVR)を計算してその平均をとった。このとき，

NS/UD，EW/UD はそれぞれ別々に計算している。また，交通振動等のノイズによる影響を

避けるため，振幅の二乗和平均が大きい区間は除外した。横手市周辺や盆地北部の地点に

おけるピーク振動数が低くなっており，それらの地点では深い構造となっていることが推

測できる。K-NET 横手と J-SHIS 深部地盤地下構造モデルを参考に層構造モデルを作成し

た。ただし，層 2 の Vs は層 1 と層 3 の中間となるような値を設定し，層 1～3 の Vp，ρ

は Vs から Ludwig et al.(1970)の関係式より算出した。次にアレイ 3，4 において，理論

位相速度分散曲線および理論 MHVR が観測したものに近づくような 1 次元地盤構造モデル

を構築した。そして，この地盤構造モデルを基に，単点観測点においても観測 MHVR のピ

ーク振動数に理論 MHVR のピーク振動数が近づくように地盤構造の推定を行った。その際，

1 次ピークはアレイの構造の層 3～層 9 について，各層の層厚比を固定した上で層厚を変

化させることで，2 次ピークは層 1，層 2 の層厚を定義することによってピークを再現し

た。推定した 1 次元地盤構造と方位依存係数，および重力図を参考に盆地境界（地震基盤

深さ 0ｍ）を定め，これを考慮して推定した 1 次元地盤構造を GMT の surface 関数で補間

することにより 3 次元地盤構造を作成した。スペクトルエレメント法の 1 つである

EFISPEC3D(De Martin, 2011)を用いて，推定した 3 次元地盤構造の増幅特性を評価した。

ただし，層 1 の物性値を層 2 と同値としている。入力用モデルの作成には CUBIT を用いた。

領域は経度緯度で 140.17/140.83/38.97/39.83 の範囲とし，メッシュサイズは，深さ 20000

ｍ以深は 5000ｍ，以浅は 1667ｍ，盆地内は 185ｍの有効振動数 1.89Hz とした。このモデ

ルにスペクトル振幅 1m・s のデルタ関数を変位として，深さ 20km から EW 方向に平面波入

射をした。有効振動数以上の影響を除くため，出力結果に 1Hz のローパスとして 4 次の

Butterworth フィルタ－をかけている。1896 年陸羽地震は横手盆地東縁断層帯の北部が活

動したものと考え，横手盆地東縁断層帯北部の想定地震のケース 1 のシミュレーションを，

推定した地盤構造モデルを用いて行った。比較のために，J-SHIS モデルでの計算も併せ
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て行った。推定地盤構造モデルは EFISPEC により，J-SHIS モデルについて GMS によって

行った。その結果，図 6 に示すように，推定地盤構造モデルによる計算では，震源近傍の

みならず横手市の西側まで最大速度の大きい領域が現れた。これは，基盤が深くなってい

ることによることが原因であると考えられ，1896 年陸羽地震の際に被害域が南に延びた

主な原因であることが示唆される。 

「歴史地震評価のための振動計測と引き倒し実験による伝統木造構造物の耐震性能評

価」（拠点間連携研究［課題番号：2954］）では，今回実施した独自の古民家の微動計測

値および過去の計測済み微動計測値，さらに文献に記載されている古民家の微動計測値を

収集整理し，その年代別の共振振動数の平均値と分布を把握した。その結果江戸時代後期

から明治時代中期までの古民家の振動特性に大きな変化がないことがわかった。築100年以

上の古民家の静的挙動を把握するため，1888年頃に建てられた岡山県井原市の伝統構法木

造民家 IBR01に対して引き倒し実験を実施した。引き倒し実験は， IBR01の Y5構面の高さ

2271mmの梁に鉄骨を当てその鉄骨の4か所にワイヤーを接続し，梁間方向に均等に加力した。

両端構面の層間変位が300mmになるまで加力した結果，最大水平力は102.2kNであり，ベー

スシア係数は0.32であった。最大変形時の水平力は約78kNであり，ベースシア係数は0.25

であった。対象古民家は層間変形角0.13radまで変形させても自重を保持し続けたことから

高い変形性能を有していることが確認できた。構造解析用ソフトSNAPを用いてこの引き倒

し実験の再現解析を行った。解析結果ではX2Y1のNo.2-2の加力時の層間変形角がわずかに

過大評価となった。また，建物全体が非線形した後の除荷ループを再現することはできて

いない。しかしながら，概ね実験結果のスケルトンカーブを再現することができており，

既往の解析用モデルを用いることで，古民家の建物全体が非線形化するまでの挙動を再現

できた（図7）。現行の一般木造構造物の年代別被害予測モデルの構築手法に従い，設計基

準等から作成した標準建物モデルに対する古民家の耐力比および，耐力分布を決定するこ

とで，1900年以前に建てられた古民家の被害予測モデルを構築した。構築手順を以下に示

す。 

1)建物の固有振動数の二乗と耐力が比例すると仮定する，2)木造建物262棟の常時微動計

測結果に基づく固有振動数とその建築年の関係から，各建築年に対する木造建物の平均固

有振動数推定式を決定した，3)各建築年に対する平均固有振動数推定式から求めた各年代

区分別の固有振動数の二乗と一般木造構造物の年代別被害予測モデルの耐力比の関係から，

古民家の耐力比を0.99と推定した，4)古民家の固有振動数の二乗が対数正規分布に従うと

し，未補強の古民家17棟の常時微動計測結果に基づく固有振動数から古民家の耐力分布を

算定した。 

ここで3）において，耐力比と固有振動数の二乗が平均的には比例することが確認できた。

従って，1）の仮定は成り立つと考えられる。また，IBR01の引き倒し実験の再現解析結果

を用いてIBR01の建築当初と推定される建物モデルを作成したところ，その耐力は本研究で

作成した古民家の地震被害予測モデルの耐力分布の幅に収まっており，本地震被害予測モ

デルの妥当性を支持しているということがわかった。 

 

（2）地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

「地震による被災から回復までの個人世帯生活被災度時間関数の構築」（拠点間連携研
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究［課題番号：2956］）では，日本の標準世帯として木造戸建て住宅を想定した。住家被

害を損傷度（Damage Index），並びに 7 階級の損傷区分（Damage Level）で評価する関数

（損傷度関数）を提案し，世帯住家の耐震補強の有無や補強程度を木造住家耐震評点をパ

ラメータとすることで様々な世帯構成及び対策の条件設定が可能となった。また想定され

る地震動入力を確定的（想定 PGV，あるいは想定震度）のみならず発生確率を考慮した扱

いも可能とするものであり，住家耐震対策の将来的効果評価やリスク評価のばらつきも検

討可能なモデルとなっている。住家被害及び室内散乱に伴う死傷程度を災害医療で用いら

れている多発外傷重症度指標（ISS）で評価するモデルを構築し，この指標導入により負

傷の場合は，治療による全快時間が評価できるため，身体被害－回復モデルへと展開が可

能となった。また，死亡発生確率が高い結果となった場合は，それを防ぐための住家耐震

補強対策や室内安全化対策の条件を変えることで，対策の人的被害に与える影響が検討可

能となった。個人世帯の家計のバランスシートをベースにした生涯資産評価モデルの標準

世帯版を構築した。個人資産は世帯ごとに大きく異なるが，今回の提案は生命保険のライ

フプランを参考に標準的サラリーマン世帯をモデル構築した。個人世帯により収入支出項

目は大きく異なるはずであり，項目数を今後増やすことにより汎用的利用が可能となろう。

このライフプラン上で災害発生を想定することで，（1）住家損傷度評価モデルにより住

家損傷を含む物的被害の算定と復旧（住家再建費用等）及び（2）身体的被害－回復モデ

ルにより家族の身体的被害治療費等）等々との経済的因果関係がシミュレーション可能と

なった。また，災害時の公的助成金や地震保険の加入の有無等を考慮することで，資産回

復の予測もシミュレ－ションでき，資産対策の重要性を伝えるツールとしても活用可能で

ある。精神的な障害度を Kessler の指標（K6）で定量化し，その時系列変化を追跡する精

神被害－回復モデルを提案した。種々のインシデントをモデルに組み込むことが可能とな

り，本人の物理的被害よりも家族が傷つくことによる精神的被害の大きさが計量された。

高知県南国市を例に，夫婦 30 代・子 6 歳で築 40 年の戸建て木造住宅(持ち家)に住むサラ

リーマン世帯を想定する。地震動は内閣府が公表しているレベル 2 クラスの南海トラフ

巨大地震のうち陸側に震源を想定した最大地震動の震度分布を与えると，全壊の確率は

50％を超え，死亡発生確率 14% を得る。この状態に避難生活と収入減少のインシデント

が加わった場合の資産及び心の回復シミュレ－ションを行った。さらに事前対策として耐

震改修と地震保険の加入及び事後の生活再建支援法による助成の減災効果をシミュレー

ションし，FCP の有用性を確認した。本年度は 3 軸（人的被害，経済被害，精神被害）に

よる個別評価に留まった。しかしこのモデルにより，地震が原因の家屋倒壊→室内破壊→

人的被害→資産損傷＋精神被害→回復の定量化と時間シミュレ－ションが可能となった。

そしてそのシミュレ－ションの中に様々な対策を入れることで効果評価も可能となった。

しかし今回は結果を十分に可視化するまでには至っていない。一般住民に活用してもらう

には可視化も重要なことと考えている。今後は総合評価軸として原点から 3 次元面までの

汎距離を求めることで総合評価が可能となろう。それを時間軸で動かすことで，ライフス

パンに拡張された対策－被災－回復が一望され，世帯個別の自助対策の診断ツールとなろ

う。 

「地震随伴火災の経時的な発生予測モデルの開発と出火防止対策の有効性評価」（拠点

間連携研究［課題番号：2957］）では，地震火災の発生件数を予測するため，人口 1 人あ
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たりの出火確率に着目し，これを計測震度や電力の供給率から説明するモデルを定式化す

るとともに，2011 年東北地方太平洋沖地震の出火記録を再現できるよう，モデルの未知

パラメータを同定することによって，プレート境界地震に伴う火災の発生件数の予測に利

用可能な統計モデルを整備した。特に，感震ブレーカーといった出火防止対策の普及率向

上による効果を評価できるよう，発火要因を（1）電気器具・電気配線，（2）ガス器具，

（3）石油暖房器具，（4）その他の 4 つに分類し，それぞれについてモデルを構築した。

上記で開発した出火モデルと地震動指標の距離減衰式を組み合わせることによって，南海

トラフ地震の不確実性を考慮した日本全域での確率論的な出火シミュレーションを行っ

た。ここでは，地震火災の発生件数に大きく影響する地震の不確実要因として，（1）震

源域とそれが破壊された際の地震の規模，（2）地震の発生季節，（3）地震の発生時間帯，

の 3 種類の要因を仮定し，各要因のバリエーションの組み合わせからなる合計 72 の地震

シナリオに重み係数を設定することによって，地震火災の発生件数と条件付き超過確率の

関係を表す出火リスクカーブを消防本部の管轄範囲ごとに推定した。その結果，南海トラ

フ地震が発生した際，全国のほとんどの消防本部では，保有するポンプ車の台数を上回る

数の火災が発生する確率は非常に小さく，水道管や防火水槽の耐震化によって地震時にお

いても消防水利を確保することができれば，放任火災の発生を高い確率で防ぐことができ

ることを明らかにした。また，出火防止対策として，感震ブレーカーの普及率が 25%に向

上した場合の評価を行い，出火リスクカーブがどのように変化するのかを確認した。 

 

（3）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

「強震動評価のための浅部地盤と深部地盤の統合モデル化に関する研究」（拠点間連携

研究［課題番号：2955］）では，2011 年東北地方太平洋沖地震の際に周期 1～3 秒付近で

大きな地震動が観測された東京湾西岸地域と小田原地域を対象として，1 次元浅部深部統

合地盤モデルを構築することを試みた。既存の地下構造情報と地震観測記録を用いて，周

波数 0.5-20Hz の観測増幅特性から，1 次元浅部深部統合地盤モデルのＳ波速度構造と減

構造を同定する。まず，Miyakoshi et al.(2019)による関東地域の強震観測点の中小地震

の地震動記録のＳ波部分のスペクトル分離解析による東京湾西岸部の強震観測点（図 8）

での周波数 0.5～20Hz の帯域の増幅特性を得た。この解析による増幅特性は，Ｓ波速度

2.5km/s の地震基盤よりも浅い地層による増幅であると解釈されている。次に，J-SHIS な

どから既往の深部 S 波速度構造モデルを収集した。さらに，微動アレイ探査（地元ほか，

2018）や検層による強震観測点直下の浅部 S 波速度構造モデルも得た。これらの既存の地

盤情報を用いて，1 次元浅部深部統合地盤の初期モデルを作成した。この初期モデルを参

考にして，1 次元重複反射を仮定して，ハイブリッドヒューリステック法(山中， 2007)

による上記の増幅特性の逆解析によって，１次元浅部深部統合地盤モデルのＳ波速度およ

びＱ値を同定した。なお，減衰構造のモデル化には，佐藤・山中（2010）によるバイリニ

ア型のＱ値モデルを仮定した。図 8 には，東京湾西岸部の UK1222 で得られた 1 次元浅部

深部統合地盤モデルを示す。比較のために，J-SHIS の深部地盤モデル，J-SHIS と微動ア

レイ探査による初期地盤モデルも示されている。UK1222 の浅部深部統合地盤モデルは，

J-SHIS モデルよりも-200m 程度の深度のＳ波速度が遅く，地震基盤深度は 1km 程度浅くな

っている。図 8 に示した増幅特性では，得られた浅部深部統合地盤モデルが周波数 0.8Hz
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と 3Hz の観測ピークを最も良く説明していることが分かる。このように，1 次元浅部深部

統合地盤モデルは，既存モデルよりもより広帯域で地震動を説明可能なモデルとなってい

ることが分かる。図 9 に，足柄平野中央部(NRD)で得られた 1 次元浅部深部統合地盤モデ

ルが示されている。図には，J-SHIS による深部地盤モデル，J-SHIS と微動アレイ探査に

よる初期モデル，既存モデル（Tsuno et al.， 2018）も比較されている。NRD の浅部深

部統合地盤モデルは，J-SHIS モデルよりも深さ-100m 程度でＳ波速度が遅く，地震基盤深

度は 400m 程度浅くなっている。図 9 右に示した観測増幅特性では，得られた浅部深部統

合地盤モデルが周波数 2Hz と 3Hz の観測ピークを最も良く説明している。一方で，1Hz 付

近の観測サイト特性を説明できておらず，初期モデルなどの設定など，モデル化に再検討

が必要であることを示唆している。以上のように，東京湾西部地域と小田原地域での 1 次

元浅部深部統合地盤モデルを構築することを試み，本研究による 1 次元浅部深部統合地盤

モデルは，既存の 1 次元地下構造モデルよりもより広い周波数帯域で地震動特性を説明可

能なモデルとなることを示した。本研究では，2018 年 9 月に胆振東部地震が発生したこ

とを踏まえて，同地震の被災地域において共同微動観測を実施し，同地域の浅部深部統合

地盤モデルを作成するための資料を得た。この地域では，気象庁や防災科研による強震観

測点で震度７の強震記録が本震時に得られている。さらに，高井ほか（2018）によって余

震観測が実施され，中小地震による強震動記録も得られ，堆積層による増幅効果が強震動

特性に及ぼす影響が大きいことも指摘されている。鵡川町地域での強震観測点では微動ア

レイ探査と表面波探査が行われ，図 10 に示すように広い周波数帯域のレイリー波を位相

速度を得ることができた。図には，既存の地盤情報に基づく理論位相速度も示されており，

観測値との矛盾は少ない。今後，これらの結果と強震観測による地震観測記録を合わせて，

上記のような分析を行うことによって，浅部深部統合地盤モデルを推定することを考えて

いる。 

 

（4）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

「地震時の斜面災害軽減を目的とした地震波動伝播シミュレーションの利活用」（拠点

間連携研究［課題番号：2994］）では，斜面崩壊による地震動の特徴の再現し，これまで

の研究で明らかにした地形に対応した地震動の特徴を明らかにすることを目的に検討を

行った。2017 年 5 月 19 日に発生した長野県飯山市における斜面崩壊に伴って周囲 50 km

程度の Hi-net 観測点において地震波が観測された。地震波は，継続時間 100-200 秒で約 3 

km/s の伝播速度を持つ波群に加え，約 6 km/s の伝播速度で上下動成分のみに卓越し立

ち上がりが明瞭な波群から構成された。伝播速度約 3 km/s の波群に対し，振幅を用いた

震源決定法（Kumagai et al., 2010）によって波源を推定したところ，崩壊源から地震波

が放射されたとして矛盾のない結果が得られた。一方，約 6 km/s で伝播する波の初動到

達時刻を読み取り，JMA2001（上野ほか，2002）の P 波速度構造を仮定して震源決定をお

こなったところ，崩壊源周辺に震源が決まった。このことから，崩壊源周辺においては，

継続時間が長く徐々に震動が大きくなる力源と比較的短い時間の間に大きな震動を作り

出す力源の 2 種類が存在することが分かった。斜面崩壊による地震動において，短周期地

震波の初動の読み取りが可能な地震波形記録は稀であり，移動土塊の対岸への衝突など何

らかの斜面現象を反映している可能性がある点でも特筆すべき点である。また，表 1 に示
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す，地震動が検知された斜面崩壊の特徴と地震動の特徴（2015/2016 年厚岸町の事例を除

く）から，高周波地震波の卓越周波数はおおむね 1-10 Hz 程度に分布し崩壊のタイプに

は大きく依存しないことがわかった。継続時間もおおむね 30-200 秒程度であり，イベン

トの長さを反映しているものと考えられる。周期 10 秒以上の長周期信号は，崩壊域が数

百 m 四方にわたり厚さが 20 m を超えるような大規模な地すべり性崩壊で確認されるこ

とが推察された。さらに，斜面崩壊による地震動の再現の検討において，シミュレーショ

ンでは 1 Hz 前後の表面波が極めてよく卓越する理由について検討するため，地形にさま

ざまなローパスフィルターを施すことで，1 Hz 前後の表面波がどの程度卓越するかを調

べた。その結果，ある波長よりも短い成分をカットした地形においては 1 Hz 前後の表面

波が生成されないことが結果となった。このことから，地形の短波長不均質による散乱が

このような表面波を作り出し，この効果は地表震源の場合に特に強調されることが分かっ

た。 

 

（5）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 

「建物個別の応答予測と揺れ継続時間のリアルタイム情報配信」（拠点間連携研究［課

題番号：2958］）では，利用者が多い大規模な建物や災害拠点となる施設を対象として，

固有周期や立地条件が異なる個別の建物の，（A）建物入力地震動のリアルタイム分類，

（B）揺れ継続時間の予測，に取り組んだ。まず，東京大学地震研究所が公開している即

時に地震の位置・規模・メカニズムを決定するシステム（GRiD MT，主開発者：鶴岡弘）

を利用し，地震発生直後に災害拠点などで震源情報を有効利用する方法について議論した。

図 11 は 2018 年に発生したモニタリング領域内で発生した地震に対して，GRiD MT により

決定された震源メカニズム解を示している。GRiD MT は，20〜50 秒の長周期波動場をリア

ルタイムにモニタリングすることにより，震源情報を必要とせず地震発生後ほぼ 3 分で震

源位置・モーメントマグニチュード・震源メカニズムを同時に決定するシステムである。

震源位置やそのメカニズムは直接には建物の被害把握などに用いることはできないが，地

域全体の災害拠点となる建物においては，中長期的に避難準備や避難継続の判断，あるい

は地域レベルでの復興支援体制の構築を考えるうえで，震源に関する情報を随時提供する

ことは有意義と考えられる。震源情報については気象庁より地震後に発表があるが本震や

大きな余震にとどまるため，より詳細な情報が提供された場合の利用法について，検討を

続ける。また GRiD MT が持つ即時計算処理能力を用いた新たな防災情報の提供についても

議論した。一方，揺れ継続時間の予測：建物利用者の心理的不安軽減を図るおよび地震収

束後の復旧・退避行動の迅速化には，揺れの大小のみならず，揺れ継続時間の情報が必要

である。国立研究法人建築研究所に依頼して，地震計を設置している建物の建物応答観測

記録および観測地点の詳細な地盤情報の提供を受けた。次に，震源特性・震源距離・地盤

特性，をパラメータとした，敷地地盤の影響等を含む建物の振動特性を考慮した揺れ継続

時間を分析した。能島 (2015)の既往研究を参考に，累積パワーが 95%となる区間を揺れ

継続時間と定義し（図 12 参照），建物内で得られた観測記録の揺れ継続時間を求めた。

図 13 は 398 地震の観測記録に対して，建物の基礎および上部階で得られた揺れ継続時間

を示している。縦軸は揺れ継続時間（秒）の対数表記，横軸は地震のマグニチュードを示

している。ばらつきはかなり大きいが，マグニチュードが大きくなるにつれて揺れ継続時
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間の中央値は大きくなる。また，建物の上部階の方が，基礎よりも継続時間が長くなる傾

向が見られる。建物の高さや地盤条件に対しても揺れ継続時間との相関性が一部確認され

ているが，理論的解釈が成立するかも含めて，今後詳細について慎重に検討を進める予定

である。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標と

し，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきたが，災害の軽減への貢献

が限定的であることから，現行計画では，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究

を新たに組織的・体系的に進める方針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核とし

つつも，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加し

て，協働して推進することになり，主に全国の工学，人文・社会科学の分野の研究者が拠

点間連携共同研究を推進してきた。 

 拠点間連携共同研究の参加者募集型研究は，「巨大地震のリスク評価の精度向上に関す

る新パラダイムの構築」を主要テーマとして推進し，総括研究において震源から被害予測

及びその伝達までを一貫して行い，総括研究で出た課題などを特定分科研究において掘り

下げその成果を総括研究にフィードバックするとともにさらに総括研究で新たに出た課

題を掘り下げる，という循環により研究の高度化を行ってきた。 

 今後は，参加者募集型研究を総括研究・特定分科研究として推進するとともに，課題募

集型研究で提案された課題による成果などを取り込む枠組みを構築しつつ，両者を並行し

て行うことで，災害の軽減に貢献するための研究を継続して行う。そのためには，実際に

被害を受ける構造物や社会システムに直接携わっている工学，人文・社会科学の分野が理

学分野の成果を咀嚼して活用出来るような体制を整える必要がある。つまり，観測計画に

おいて，これまでの理学的な観測網の維持だけではなく，工学，人文・社会科学に必要な

観測計画の立案が必要になると思われる。 
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図1．評価結果のばらつきを容易に理解することが可能な表示システムの表示例（拠点間連

携共同研究［課題番号：2975，2951］） 

左上：最大地表速度が150cm/sを超える回数の度数分布表示例：高知県全域（モンテカルロ

シミュレーション全体:10,000回） 

右上：震源モデルと強震動予測モデルの組み合わせた地表の揺れ表示例：高知県全域 

左下：地表最大速度が150cm/sを超える回数の度数分布表示例：高知県庁付近（モンテカル

ロシミュレーション全体:10,000回） 

右下：建物倒壊率が30％を超える回数の度数分布表示例：高知県庁付近（モンテカルロシ
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ミュレーション全体:10,000回） 

 

 

図2．地盤増幅率と周期比の関係（拠点間連携共同研究［課題番号：2990］） 

左：非液状化解析 

右：液状化解析 

 

 

 

 

図3．幅率と周期比の関係（拠点間連携共同研究［課題番号：2990］） 

左：PLで分類した結果 

右：LRIで分類した結果 

 

 

 

 
図4．南国市における建物（住宅）残存率（拠点間連携共同研究［課題番号：2952］） 
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図5．将来時点での築年数ごとの木造戸建住宅の棟数予測（拠点間連携共同研究［課題番号：

2952］） 

 

 

図6．1896年陸羽地震の強震動シミュレーションによる最大速度分布（EW成分）（拠点間連

携共同研究［課題番号：2953］） 

左：1896年陸羽地震の震源断層と計算領域（赤枠）の関係 

中：J-SHIS深部地盤構造モデルによる結果 

右：本研究の推定地盤構造モデルによる結果 

 

 



- 349 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7．古民家の変位－荷重関係の再現解析結果（拠点間連携共同研究［課題番号：2954］） 

橙線（EXP）は実験結果、青線（SNAP）は構造解析用ソフト SNAP による解析結果。 

左：X2-Y1 位置 

右：X10-Y1 位置 

 

 

 

 

図8．東京湾西岸部(UK1222)の1次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較（拠点間

連携共同研究［課題番号：2955］） 

左：観測点位置 

中：1 次元浅部深部統合地盤モデル 

右：地盤増幅特性 
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図9．足柄平野(NRD)の1次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較（拠点間連携共同

研究［課題番号：2955］） 

左：1 次元浅部深部統合地盤モデル 

右：地盤増幅特性 

 

 

 

 

 

図10．HKD126（K-NET鵡川）での微動および表面波探査の結果（拠点間連携共同研究［課題

番号：2955］） 

左：推定されたレイリー波位相速度 

右：観測点位置 
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図11．GRiD MTにより決定された震源メカニズム解（拠点間連携共同研究［課題番号：2958］） 
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図12．揺れ継続時間の定義（拠点間連携共同研究［課題番号：2958］） 

 

 

図13．揺れ継続時間とマグニチュードの関係（拠点間連携共同研究［課題番号：2958］） 

 

 

表1．崩壊とそれに伴う地震動の特徴（拠点間連携共同研究［課題番号：2994］） 
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